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令 和 ６ 年 度 事 業 報 告 

 

                           公益財団法人 

                                               入 管 協 会 

 

第１ 入管協会の使命 

   公益財団法人入管協会は、昭和６２年８月２０日、法務省所管の財団法  

人として設立され、平成２６年４月１日現法人に移行しました。 

   当協会は、出入国管理行政に関する知識の普及を図るとともに、出入国

管理行政の円滑な運営に寄与することなどを目的としております。具体的

には、外国人の入国・在留手続と申請取次ぎの概要を周知させるための研

修会の開催、外国人の受入れ・共生に関する情報の提供及びセミナーの開

催、情報誌「国際人流」の編集、在留諸申請の円滑な手続を支援するため

の書籍として出入国管理法令集及び入管関係手続Ｑ＆Ａの発刊等により、

外国人の適正な受入れに貢献しようとするものであり、令和６年度におい

ては次の事業を行いました。 

 

第２ 事業内容 

 １ 公益目的事業 

 （１）相談・助言 

   ア 外国人在留総合インフォメーションセンター等の相談業務 

     法務省の委託を受けて、札幌、仙台、大阪、神戸及び高松の各地方

出入国在留管理局等に設置されている外国人在留総合インフォメーシ

ョンセンター並びにさいたま、新宿及び赤坂における多文化共生総合

相談ワンストップセンターにおいて、来訪した外国人や関係者に、外

国人の入国・在留関係の諸手続及び各種申請等の相談・案内及び情報

の提供を行いました。 

   イ 電話及びメールによる無料相談業務 

     賛助会員以外を対象として、メール（随時）又は電話（平日午後１

時３０分から同４時３０分まで）による出入国在留管理に関する無料

相談を、電話による相談は２５件、メールによる相談は２４件行いま

した。（なお、賛助会員については、メール（随時）及び電話（平日午

前９時から午後４時３０分まで）相談を行いました。） 

（２）出入国管理に関する情報発信と資料・書籍の発刊 

   ア 情報誌「国際人流」の取材・編集 

     外国人の受入れ・共生をみんなで考える情報誌として「国際人流」

を発刊するため、外国人の受入れ・共生に関わっている各方面の有識

者等の取材及び誌面の編集を行い、４月の復刊号から同誌を発行して
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いる恒春閣から購入して賛助会員等に無料配布し、外国人の受入れや

外国人との共生に関する情報の提供を行いました。併せて関連のテー

マについて意見交換するプラットフォーム（掲示板）を当協会ホーム

ページに設けました。 

   イ 国際人流ミニ解説 

     毎月１回（原則、最終週金曜日午後）、計１２回、賛助会員向けに、

入管関係等の最新の出来事や賛助会員から質問、解説希望があった内

容について、１時間の解説を Zoom により配信するとともに、その後

１，２か月程度録画を視聴できるようにしました。 

ウ Japan Immigration Association News（ＪＩＡニュース）等の発行  

     賛助会員を対象に最新の出入国管理に関する情報を提供するためＪ 

ⅠＡニュースを毎月発行するとともに、出入国在留管理に関する重要 

な運用変更など即時に情報提供する必要が生じた場合に、その情報を 

掲載したＪＩＡニューストピックスを計３回発行し、賛助会員に対す 

るサービスの向上に努めました。 

   エ 書籍の発刊 

「出入国管理法令集」改訂第３４・３５版及び「申請等取次制度の 

    概要」改訂第１３・１４版を発刊し、当協会主催の研修会で活用した 

    ほか、日本行政書士会連合会等の研修教材として頒布し、出入国管理 

法令集については一般にも頒布することにより、出入国管理行政に関 

する知識の普及に努めました。 

 （３）講習・セミナー・育成 

   ア 申請等取次ぎに関する研修会等の開催 

     就労目的の外国人を受け入れる企業・団体等や留学生を受け入れる

教育機関の職員で申請等取次ぎを行おうとする者を対象として、出入

国在留管理制度及び申請取次制度の概要等を講義内容とする「外国人

の入国・在留手続と申請等取次研修会」を東京（５回）、名古屋及び

大阪（各２回）において合計９回開催し、延べ１，８５９名が参加し

ました。 

   イ 外国人の受入れ・共生セミナーの開催 

     ６月に第４回として「外国人の心を掴む定着を目指して」を、１０

月に第５回として「外国人受入れ企業における日本語学習支援のあり

方」を、本年２月に第６回として「外国人材（就労者・留学生）の出

身国別、送出し事情とお国柄・お人柄（その①）」をそれぞれテーマ

として開催し、延べ９８名が参加しました。 

   ウ 東京都の外国人の不法就労防止啓発講習 

     外国人の不法滞在の主目的である不法就労を防止するとともに適正

雇用を推進するため、東京都の委託を受けて事業主、雇用主等を対象

とした啓発講習会に講師を４０回派遣し、延べ２，２１８名に啓発活

動を行いました。 
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   エ 講師派遣の要請を受けた講演 

     行政書士会その他各種団体等から要請を受け、講師を１８回派遣し、

情報発信・啓発活動を行いました。 

  

 ２ 収益等事業（事前点検及び申請取次ぎ） 

   賛助会員である企業、教育機関等からの依頼を受けて、当該企業等が受

け入れる外国人に係る入国・在留関係諸申請の事前点検（２０７件）及び

申請取次ぎ（６，９２０件）等の支援を行いました。 

   なお、平成２５年４月の総務省の「技能実習制度を中心とした外国人受  

入れ対策に関する行政評価・監視の勧告」に鑑み、賛助会員以外であって

も賛助会員の推薦を受けた場合には、一定範囲内の事前点検及び申請取次

ぎを行うこととしました。 

 

 ３ その他（法人管理） 

 （１）理事会及び評議員会の開催 

ア 理事会の開催 

(ア)  令和６年５月１６日、学士会館において令和６年度第１回定例理

事会を開催し、令和５年度事業報告（案）、同５年度決算報告（案）

及び定時評議員会開催日程（案）が審議を経て、いずれも全会一致

で承認されました。 

(イ)  令和６年６月２１日、令和６年度臨時理事会（みなし決議）を書

面又は電子的記録方式で開催し、「旅費支給規程」の改正（案）が

全会一致で承認されました。 

(ウ)  令和７年２月６日、令和６年度臨時理事会（みなし決議）を書面

又は電子的記録方式で開催し、「役員等候補者選出委員会設置規程」

の一部改正（案）が全会一致で承認されました。 

(エ)  令和７年３月１２日、連合会館において令和６年度第２回定例理

事会を開催し、令和７年度事業計画（案）、同７年度収支予算書（案）

及び臨時評議員会の開催日程（案）が審議を経て、いずれも全会一

致で承認されました。 

イ 評議員会の開催 

(ア)  令和６年５月３１日、学士会館において令和６年度定時評議員会

を開催し、令和５年度事業報告（案）、同５年度決算報告（案）及

び理事選任の件が審議を経て、いずれも全会一致で承認されまし

た。 

(イ)  令和７年３月２５日、連合会館において令和６年度臨時評議員会

を開催し、令和７年度事業計画（案）及び同７年度収支予算書（案）

が審議を経て、いずれも全会一致で承認されました。 

（２）会員の募集 

    当協会では、事業の円滑な運営に資するため賛助会員制度を設けてい
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るところ、令和６年度末の賛助会員の数は、企業、教育機関及び団体等

を合わせて４８１となっております。なお、年度内の新規入会は２０会

員、退会は３２会員で前年度に比べ１２減となりましたが、活動を強化

するため、ホームページや facebook 上での広報とともに入会案内のパン

フレットを申請等取次研修会等の参加者に配布するなどして、今後も引

き続き賛助会員の募集に努めます。 

 

第３ 終わりに 

   当協会では、最新の出入国管理行政の情報を提供することによって、円 

  滑かつ適正な出入国管理行政の実現に貢献できるよう努力していく所存で 

ありますが、相談委託業務の入札における低価格競争の激化、在留諸申請

の電子（デジタル）化の進展、申請取次研修会の実施機関の増加（当協会

を含めて１４）、日本語学校留学生の認定証明書交付申請における提出書

類の簡素化等により当協会の業務環境が厳しさを増しております。他方、

一昨年に選任された業務執行理事が外国人の受入れ・共生に関する新たな

情報発信及びセミナーの開催を行うとともに、国際人流を「外国人の受入

れ・共生をみんなで考える情報誌」として復刊しており、これらを含めた

各事業の充実強化を図りつつ、状況の変化に応じて新たな事業の可能性を

模索していくこととしております。 

 このような状況に鑑み、引き続き皆様の御理解と御支援を賜りますよう 

お願い申し上げます。 
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定款第８条第１項第２号（事業報告の附属明細書） 

 令和６年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行

規則（平成１９年４月２０日法務省令第２８号）第３４条第３項に規定する附

属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので記載すべ

き事項はない。 

 

                     令和７年４月２４日 

公益財団法人入管協会 


